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は じ め に

東京都では、「東京都がん対策推進計画」において、平成 24 年度までにがん

検診（胃がん・肺がん・大腸がん・子宮がん・乳がん）の受診率 50%を目指す

ことを目標としている。

本事業では、限りある資源を効果的かつ効率的に投入し、都民の生命を守る

がん検診受診率 50％という目標を達成するための、効果的な受診率向上策を明

らかにすることを目的とした。

平成 21 年度に、都内４ヶ所の自治体において、東京都が提案したがん検診

受診率向上策に基づき、医療保健政策区市町村包括補助事業を活用して受診率

向上事業を実施し、その効果等について分析、検証を行った。

以下、具体的な取組内容とその効果について詳細を記す。
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取 組 事 業 概 要

先進諸外国の知見では、受診率向上対策として、地域住民に対する受診勧奨システム

（Call-Recall System）が有効であることが報告されている。しかし、わが国における受

診勧奨システムの有効性は明らかでない。

また、受診勧奨の際に、単に画一のメッセージを送付しても効果はなく、対象者毎に異

なる心理特性に基づいた、最適なメッセージ開発を行うことの重要性が指摘されているも

のの、どのようなメッセージが有効であるのかは不明である。

そこで本事業では、東京都の提案に基づき実施された、立川市、足立区、東村山市にお

ける区市町村保健医療包括補助事業を活用したがん検診受診率向上事業（がん検診の受診

勧奨・再受診勧奨や、住民特性に基づいたメッセージの開発等）について、その効果を分

析した。また、練馬区では、再受診勧奨に合わせて、区民のがん検診受診状況等調査を実

施した。

各取組の詳細については、本報告書の該当する章を参照のこと。

取組地区 事業内容 章

立川市
乳がん検診の未受診理由に応じた

メッセージ送付による再受診勧奨
第１章

足立区 大腸がん検診の受診勧奨・再受診勧奨 第 2 章

東村山市
子宮がん検診及び乳がん検診の

受診勧奨・再受診勧奨
第３章

練馬区
再受診勧奨兼がん検診受診状況等調査

がん検診・生活習慣病対策検討委員会の立ち上げ
第４章
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第１章

立川市：「乳がん検診の未受診理由に応じたメッセージ送付による再受診勧奨」

１．背景と目的

立川市における乳がん検診の広報手段は、平成 20 年度までは、主に広報紙（広報たちか

わ）による周知であった。平成 21 年度には、50 代女性を対象として、個別受診勧奨と、

検診未受診理由に応じたメッセージ送付による再受診勧奨を実施し、その効果を検証した。

２．方法

1）対象

乳がん検診について、51－59 歳女性（55 歳を除く）を対象とした。

これは、50 代の乳がん検診受診率が 40 代に比べ低迷していることによる。

（40 代 19.7％、50 代 15.4％ 平成 19 年度地域保健・老人保健事業報告データ）

2）方法

乳がん検診の未受診理由は、検診の内容や重要性についての認知や理解の不足、検診受

診行動に結びつく情報の不足等、住民によって異なると推測される（図 1）。

そこで本事業では、受診勧奨時に、乳がん検診に関する意識や未受診理由等を調査し、

その特性に応じたメッセージを送付するきめ細かな再受診勧奨を行うこととした。

図 1．事業の考え方
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3）事業の流れ

平成 21 年 10 月 3 日に、対象者約 8,100 名に受診勧奨と調査票を個別送付した。10

月 23 日に調査票回収を締め切り、3,236 名（回収率：約 40%）から回答を得た。2 年

以内に乳がん検診を受診していない者を、再受診勧奨の対象とした（図 2）。

図 2．再受診勧奨の対象者の選定

再受診勧奨の対象者を、調査結果に基づき、Ａ～Ｃのグループに分けた（図３）。なお、

グループの分類に用いた調査票は、添付資料３に示した。

図 3．再受診勧奨の対象者のグループ分け
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その後、再受診勧奨対象者を 2 群（介入群と対照群）に分け、介入群には、３つのグル

ープに、その特性に応じたメッセージを作成、送付した（図 4）。比較対照群には、従来市

が送付している一般的なメッセージを送付した。

図 4．事業の流れ
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３．結果

１）未受診理由によるグループ分け

未受診の理由により３つのグループに分けた結果を、図 5 に示す。

グループＡは、「この 1 年以内に受診するつもりがある」と回答した住民で、363 名

（11.2%）であった。

グループＢは、「この 1 年以内に受診するつもりがない＆乳がんが心配」と回答した住民

で、505 名（15.6%）であった。

グループＣは、「この 1 年以内に受診するつもりがない＆乳がんが心配でない」と回答し

た住民で、520 名（16.1%）であった。

各グループの特性に応じて作成した 3 種類のメッセージ（添付資料６）を送付した。

図５．検診未受診理由による３つのグループ
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2）グループごとの特徴

調査対象者の、乳がん検診に関する意識や未受診理由等の特徴を図 6 に示す。

グループＡは、「乳がんが心配」、「知人・友

人から検診受診を勧められている」と回答す

る傾向がみられた。

グループＢは、「乳がんが心配」「時間が不

便」、「恥ずかしい」、「必要性を感じない」、

と回答する傾向がみられた。

グループＣは、「乳がんが心配と思わない」

「必要性を感じない」、と回答する傾向がみ

られた。

検診受診者は、「健康に自信があり」、「乳が

んが心配」、「必要性を感じている」、と回答

する傾向がみられた。

図６．グループ別の乳がん、乳がん検診に関する意識
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3）未受診理由に応じたメッセージ送付による再受診勧奨

３グループごとに、検診未受診理由に応じたメッセージを 3 案開発し、再受診勧奨を行

った（図 7）。比較対照群には、従来、市で送付していた一般的なメッセージを送付した。

図 7．再受診勧奨の内容

4）再受診勧奨の結果

再受診勧奨の結果を図 8 に示す。グループの特性に応じたメッセージを送付した介入群

における受診率（19.9%）は、一般的なメッセージを送付した比較対象群(5.8%)の約 3

倍であった。なお、受診率の算出は、本事業で行ったアンケート回答者を母数としている。

図 8．再受診勧奨の受診率への効果



10

４．考察

1）個別受診勧奨及び再受診勧奨の効果

本事業において、個別受診勧奨と再受診勧奨を行ったところ、受診率が大幅に増加した。

また、立川市全体としての乳がん検診受診者数も、前年度比 173％の伸び率を示した。

その理由として、個別受診勧奨・再受診勧奨を行うことによって、これまで検診を受けた

ことがない住民層に対して、大きな受診促進効果があったためと考えられる。

2）ターゲットごとに異なる情報ニーズの存在

これまで、がん検診の周知は対象者全体に画一的に行われていた。しかし今回、がん検

診に対する意識や求める情報は住民ごとに異なり、その特徴からいくつかのグループに分

けられることが分かった。グループ分けしたターゲットごとに、それぞれの特性に応じた

最適な受診勧奨メッセージを開発することが重要であると考えられる。

3）ターゲットを特定した受診勧奨・再受診勧奨の必要性

今回、グループ分けしたターゲットごとに、その特性に応じたメッセージによる個別再

受診勧奨を実施した結果、従来の画一的なメッセージを送付する方法に比べ飛躍的にがん

検診の申込率、受診率が向上した。

今後、少なくとも年度ごと、又は半期ごとにターゲットを定め、全てのターゲットを 1

－2 年かけて順番にカバーしていく受診勧奨・再受診勧奨を行うことで、受診率は飛躍的に

向上すると考えられる。
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第 2 章

足立区：「大腸がん検診の受診勧奨・再受診勧奨」

１．背景と目的

足立区における大腸がん検診の広報手段は、平成 20 年度までは、主に区報やパンフレッ

ト等による周知であった。平成 21 年度は、50 歳の区民を対象として、個別受診勧奨およ

び再受診勧奨からなる事業を実施し、その効果を検証した。また、今後の受診率向上対策

の基礎資料を得るために、対象者に再受診勧奨を兼ねたアンケート調査を行った。

２．方法

１）対象者

足立区内在住の 50 歳の男女計 7,618 名を対象とした。

２）事業の流れ

受診勧奨・再受診勧奨の流れを図 1 に示す。

図 1．受診勧奨・再受診勧奨の流れ
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３）スケジュール

平成２１年 7 月 ３日 受診勧奨の実施

平成２１年 10 月１４日 未受診者把握のための調査票送付（１回目）

平成２１年 1２月 ３日 未受診者把握のための調査票送付（２回目）

平成２２年 1 月 7 日 再受診勧奨の実施

平成２２年 4 月 平成２２年３月までの受診状況を最終集計

アンケート調査については、最終的に、男性は 1,151 名（回収率：58.2%）、女性は

1,116 名（回収率：41.8%）の計 2,817 名（回収率：37.0％）から回答を得た。

３．結果

１）結果の概要

受診勧奨・再受診勧奨の効果を図２に示す。

図２．受診勧奨・再受診勧奨の効果

50 歳区民の大腸がん検診受診率は、平成 20 年度が 0.6%であったのに対して、受診勧

奨・再受診勧奨を行った平成 2１年度は 11.3%と、約 19 倍となった。
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２）アンケート回答者の属性

アンケート回答者の属性を表 1 に示した。

表 1．アンケート回答者の属性

n %

性別

男性 1280 46.4

女性 1480 53.6

配偶者

あり 1976 72.9

なし 734 27.1

職業

あり 2256 81.8

なし 503 18.2

大腸がんの家族歴

あり 325 11.8

なし 2407 87.5

答えたくない 20 0.7

暮らし向き

かなり苦しい 385 13.4

やや苦しい 712 24.9

普通 1374 48.0

やや苦しい余裕がある 274 9.6

余裕がある 59 2.1

答えたくない 60 2.1

腸や肛門などの病気

なし 1850 .63.7

大腸ポリープ 129 4.4

痔 836 28.8

潰瘍性大腸炎 39 1.3

大腸がん 51 1.8

答えたくない 53 1.8
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表 1．アンケート回答者の属性（続き）

n %

医療保険

組合健保 1517 52.9

国民健康保険 896 31.2

協会健保 129 4.5

共済健保 259 9.0

船員保険 1 0

退職者医療制度 5 0.2

長寿医療制度 0 0

いずれの保険にも未加入 43 1.5

分からない 19 0.7

保険の加入状況

本人 2013 71.4

被扶養者 743 26.4

分からない 63 2.2

大腸がん検診を受ける制度の有無

制度がある 1112 39.1

制度がない 1005 35.3

分からない 490 17.2

勤めていない 238 8.4
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３）過去の大腸がん検診の受診歴と受診機会

過去の大腸がん検診の受診歴と受診機会を分析した（表 2）。

過去の大腸がん検診の受診歴は、 「この 1 年以内に大腸がん検診を受診した」が最も多

く 40.0%、以下、「過去 1 度も大腸がん検診を受けたことがない」が 38.1％、「過去に大

腸がん検診を受けたことはあるが、この 1 年間は受診していない」が 21.5%、と続いた。

また、受診機会は、 「職場から案内されて受けた」が最も多く 63.5%、以下、 「区市

町村から案内されて受けた」が 22.7%、「個人的に医療機関を探して受けた」が 10.1%、

「通院中の病院で勧められて受けた」が 3.7%、と続いた。

表 2．過去の大腸がん検診の受診歴と受診機会

n %

過去 1 度も大腸がん検診（便検査）を受けたことがない 1107 38.1

過去に大腸がん検診を受けたことはあるが、この 1 年間は受診していない 623 21.5

この 1 年以内に大腸がん検診を受診した 1163 40.０

欠損値 11 0.4

区市町村から案内されて受けた 264 22.7

職場から案内されて受けた 739 63.5

個人的に医療機関を探して受けた 117 10.1

通院中の病院で勧められて受けた 43 3.7

合計 2904 100
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４）過去の大腸がん検診の受診歴と今後の受診意図

今度の大腸がん検診の受診意図について分析した（表 3）。

その結果、「この 1 年以内に受診するつもりである」が最も高く 55.8%、以下、「これか

ら先 1 年以内には受けるつもりはないがいつかは受診したい」が 39.4%、 「1 年以内に

受けるつもりはないし、これから先もずっと受けるつもりはない」が 4.0%、と続いた。

また、「この 1 年以内に受診するつもりである」回答者の中で、「いつ受けるか決めてい

る」のは 57.3%、「どこで受けるか決めている」のは 52.9%であった。

表 3．今後の大腸がん検診の受診意図

n %

1 年以内に受けるつもりはないし、これから先もずっと受けるつもりはない 116 4.0

これから先 1 年以内には受けるつもりはないがいつかは受診したい 1145 39.4

この 1 年以内に受診するつもりである 1619 55,8

欠損値 24 0.8

（受診するつもりの人に対して）いつ受けるか決めている 918 57.3

（受診するつもりの人に対して）どこで受けるか決めている 852 52.9

合計 2904 100
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また、過去の受診歴別に今後の大腸がん検診の受診意図について分析した（表 4）。

「この 1 年以内に大腸がん検診を受診した」回答者が受診意図が最も高く 78.5%であり、

以下、「過去に大腸がん検診を受けたことはあるが、この 1 年間は受診していない」回答者

の中で 52.5%、「過去 1 度も大腸がん検診を受けたことがない」回答者の中で 35.1%、

と続いた。

過去の受診機会別に見ると、「職場から案内されて受けた」回答者が受診意図が最も高く

89.6％であり、以下、「個人的に医療機関を探して受けた」が 77.6%、「通院中の病院で

勧められて受けた」が 62.8%、「区市町村から案内されて受けた」49.0%、と続いた。

表 4．過去の受診歴・受診機会別にみた今後の大腸がん検診の受診意図あり

受診意図 合計

あり なし

過去 1 度も大腸がん検診（便検査）を受けたことがない
387

(35.1%)

716

(64.9%)

1103

(100%)

過去に大腸がん検診を受けたことはあるが、この 1 年間は受診していな

い

327

(52.5%)

296

(47.5%)

623

(100%)

この 1 年以内に大腸がん検診を受診した
902

(78.5%)

247

(21.5%)

1149

(100%)

欠損値 29

区市町村から案内されて受けた
127

(49.0%)

132

(51.0%)

259

(100%)

職場から案内されて受けた
655

(89.6%)

76

(10.4%)

731

(100%)

個人的に医療機関を探して受けた
90

(77.6%)

26

(22.4%)

116

(100%)

通院中の病院で勧められて受けた
27

(62.8%)

16

(37.2%)

43

(100%)

合計 1619 1285 2904
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５）大腸がん及び大腸がん検診に対する意識

大腸がんと大腸がん検診に対する意識を、受診歴、受診機会別に表５に示す。

「大腸がんのかかりやすさ」と「大腸がん検診のデメリット」については、受診歴があ

る人のほうが、受診歴がない人より認識度が高かった。「大腸がんの深刻さ」や「大腸がん

検診のメリット」については、受診歴や受診機会による差が認められなかった。

表 5．受診歴/受診機会別の大腸がん/大腸がん検診に対する意識

大腸がんの

かかりやすさ

大腸がんの

深刻さ

大腸がん検診

のメリット

大腸がん検診

のデメリット

表示は、平均（標準偏差） (範囲：3-15) (範囲：6-30) (範囲：5-25) (範囲：9-45)

過去 1 度も大腸がん検診（便検査）を受けたこ

とがない 7.49(2.40)a 22.25(4.66) 19.85(3.26) 30.63(7.43)x

過去に大腸がん検診を受けたことはあるが、こ

の 1 年間は受診していない 8.00(2.41)b 22.28(4.56) 19.65(3.29) 33.05(7.37)y

この 1 年以内に大腸がん検診を受診した 7.89(2.24)c 21.87(4.23) 19.45(3.40) 37.15(6.94)z

区市町村から案内されて受けた 7.84(2.16) 22.37(4.49) 19.93(3.35)s 36.39(6.90)

職場から案内されて受けた 7.81(2.21) 21.65(4.10)p19.27(3.39)t 37.64(6.94)

個人的に医療機関を探して受けた 8.29(2.30) 21.47(4.08)q 19.55(3.36) 37.24(6.64)

通院中の病院で勧められて受けた 8.29(2.90) 23.69(4.58)r 19.47(3.74) 34.17(7.19)

合計 7.76(2.35) 22.11(4.47) 19.65(3.32) 33.77(7.79)

* 分散分析の結果、a と b、a と c との差が、1%水準で統計学的に有意であった。

* 分散分析の結果、p と r、q と r の差が 5%水準で統計学的に有意であった。

* 分散分析の結果、x と y と z のそれぞれの差が、1%水準で統計学的に有意であった。

* 分散分析の結果、s と t との差が 5%水準で統計学的に有意であった。
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６）大腸がんの危険因子に対する知識

大腸がんの危険因子に関する知識を、過去の受診歴別・受診機会別に表６に示す。

大腸がんの危険因子に対する知識については、「大腸がんポリープ」が 50.4％と最もよ

く知られており、次いで、「家族歴」が 44.6%、 「加齢」が 24.7%、 「運動不足」が

18.1%と続いた。

受診歴別では、受診歴がある人は、ない人よりも、危険因子についてよく知っている傾

向がみられた。受診機会別では、「区市町村」や「職場」による違いはほとんどなく、「個

人的に受診」や「通院中の病院で勧められた」場合には、危険因子についてよく知ってい

る傾向が見られた。

表 6．過去の受診歴別・受診機会別の大腸がんの危険因子に関する知識

表示はパーセンテージ
加工肉 お酒 加齢 家族歴 肥満

大腸

ポリープ

運動

不足

過去 1 度も大腸がん検診（便検査）を受けたこと

がない
10.2 11.7 20.1 38.9 14.0 44.7 16.8

過去に大腸がん検診を受けたことはあるが、この1

年間は受診していない
12.9 15.3 23.2 44.8 15.6 55.2 19.2

この 1 年以内に大腸がん検診を受診した 13.2 16.3 29.8 49.7 14.6 53.3 18.9

区市町村から案内されて受けた 8.8 15.9 26.0 50.0 12.7 47.8 15.1

職場から案内されて受けた 14.1 15.8 30.1 48.2 14.5 52.8 19.1

個人的に医療機関を探して受けた 17.6 18.7 34.6 52.3 15.9 66.4 22.4

通院中の病院で勧められて受けた 15.0 22.5 35.0 65.0 20.0 55.0 30.0

合計 12.0 14.3 24.7 44.6 14.6 50.4 18.1
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７）受診勧奨・再受診勧奨の効果

区が実施する住民検診の対象者と考えられる「勤めている会社には大腸がん検診を受け

る制度がない」と回答した 1,733 名の、最終的な受診率は 24.4％（423 名）であった（図

３）。

今回未受診の 1,302 名の検診受診意図をみると、40.3％（526 名）が「この 1 年以内

に受診するつもり」、52.9%（689 名）が「いつか受診したい」と回答していた。「受診す

るつもりはない」は、6.7%（87 名）であった。

図 3、対象者の大腸がん検診受診状況
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４．考察

1）個別受診勧奨・再受診勧奨による顕著な受診率向上

対象者への受診勧奨の個別通知により、検診受診者は増加し、受診率は向上した。さら

に、調査の実施と未受診者への再受診勧奨により、さらに受診者が増加し、受診率は昨年

度と比較して 19 倍と飛躍的に向上した。

従来の区報等による周知のみでは、区が実施する大腸がん検診の存在を認知していない

区民も多いと推測され、個別通知により、初めて自分が受けられる検診があることを知り、

受診につながったことも受診率向上の原因と考えられる。

2）職場検診の受診者と区の検診受診者の意識の違い

翌年の大腸がん検診の受診意図については、「職場から案内されて受けた」と回答した人

では 90%近いのに対し、「区市町村から案内されて受けた」と回答した人では、49％と低

かった。この差は、「検診の受けやすさ」や「受診勧奨の具体的な内容や方法」の違いや、

「職場における働きかけの有効性」等によるものと推測される。今後、区の検診において

も、受診勧奨等がより効果的となる方法を開発することの重要性が示唆された。

3）受診行動につなげる検診体制の工夫

「この 1 年以内に受診するつもりである」と回答した人が 6 割近いにも関わらず、実際

に過去 1 年間に受診した人は約 4 割にとどまっていた。

受診率向上のためには、検診受診意図のありながら未受診の住民に積極的に働きかける

ことが重要であり、個別受診勧奨・再受診勧奨に加え、申込み方法の工夫や、受診しやす

い体制づくりを進めるべきと考えられる。



22

第 3 章

東村山市：「子宮がん検診及び乳がん検診の受診勧奨・再受診勧奨」

１．背景と目的

東村山市における子宮がん、乳がん検診の広報手段は、平成 20 年度までは、主に広報紙、

健康ガイド、健康診査時の情報提供等による周知であった。平成 21 年度は、個別受診勧奨

と再受診勧奨を実施し、その効果を検証した。

２．方法

1）対象者

子宮がん検診については、若年層の受診率が低迷していることから、24 歳、25 歳、30

歳女性を対象にした。

乳がん検診については、乳がん検診のスタート年齢である、40 歳女性を対象とした。

2）事業の狙い

個別受診勧奨に加え、再受診勧奨を行うことで、がん検診に消極的な住民層（がん発見

率が高い可能性があるハイリスク層）にも、受診を促すことができると想定した（図１）。

図１．事業の狙い
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3）事業内容

対象者に行った取組を、表 1 に示す。

平成 21 年度には、国事業の｢女性特有のがん検診推進事業｣（以下「国事業」と言う。）

により、子宮がん検診では、20・25・30・35・40 歳、乳がん検診では、40・45・50・

55・60 歳女性を対象に、検診の無料クーポンと検診手帳を、平成 21 年 11 月に個別送

付した。

これに加えて、市の独自事業として、無料クーポンと検診手帳を送付（国事業）した子

宮がん検診の 25・30 歳、乳がん検診の 40 歳の未受診者を対象に、平成 22 年 1 月に再

受診勧奨を実施した。

また、子宮がん検診については、24 歳女性を対象に、検診手帳の個別送付による受診勧

奨を実施し、それぞれの取組みの効果を検証した。

なお、効果の検証にあたっては、通常の受診率算出方法ではなく、単年度ベースの受診

率を算出した。

表 1．対象者に対して行った介入

平成 21 年度の介入

個別受診勧奨 再受診勧奨
対象

無料クーポン 検診手帳 リーフレット

24 歳 子宮がん ○

25 歳 子宮がん ○ ○ ○

30 歳 子宮がん ○ ○ ○

40 歳 乳がん・子宮がん ○ ○ ○

注）網掛け部は、国事業による。
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図 2．事業の流れ

なお対象者は、市が従来行っているがん検診受診のお知らせに触れる機会があった。具

体的には、全世帯に配布される市報（検診開始 2 か月前と検診期間中の 2 回）と健康ガイ

ド（4 月 1 日）による検診のお知らせ、あるいは、健康教室や健診時における情報提供等

である。

4）スケジュール

平成２１年 11 月下旬 受診勧奨の実施

平成２２年 1 月中旬 再受診勧奨の実施

平成２２年 4 月 平成 22 年 3 月までの受診状況を最終集計
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３．結果

１）25 歳・30 歳女性に対する受診勧奨・再受診勧奨の効果

25 歳、30 歳女性を対象とした、子宮がん検診の受診勧奨（検診手帳＋無料クーポンの

送付）と再受診勧奨（リーフレット送付）による受診率の状況を、図３に示す。

（受診率は、通常の受診率算出方法ではなく、単年度ベースの受診率を算出した）

図 3．子宮がん検診の受診勧奨・再受診勧奨の効果

子宮がん検診受診率は、平成 20 年度（自己負担あり・個別受診勧奨なし）には、25 歳

で 0.8％、30 歳で２２％であったのに対して、無料検診、個別受診勧奨・再受診勧奨を行

った平成 21 年度は、25 歳で 17.8%（約 22 倍）、30 歳で 25.4%（約 12 倍）と飛躍

的に向上した。
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２）24 歳女性に対する受診勧奨の効果

24 歳女性を対象とした子宮がん検診の受診勧奨（検診手帳送付）による受診率の状況を、

図４に示す。

（受診率は、通常の受診率算出方法ではなく、単年度ベースの受診率を算出した）

図 4．子宮がん検診の受診勧奨の効果

24 歳の子宮がん検診受診率は平成 20 年度（自己負担あり・個別受診勧奨なし）に 1.5％

であったが、平成 21 年度（自己負担あり・個別受診勧奨実施）は 8.2%と、受診率は約 6

倍となった。
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３）40 歳女性に対する受診勧奨・再受診勧奨の効果

40 歳女性を対象とした乳がん検診の受診勧奨（検診手帳＋無料クーポンの送付）と再受

診勧奨（リーフレット送付）による受診率の状況を、図５に示す。

（受診率は、通常の受診率算出方法ではなく、単年度ベースの受診率を算出した）

図 5．乳がん検診の受診勧奨・再受診勧奨の効果

40 歳の乳がん検診の受診率は、平成 20 年度(自己負担あり・個別受診勧奨なし)には

4.2％であったのに対して、無料検診、個別受診勧奨・再受診勧奨を実施した平成 21 年度

は 29.9%と、受診率は約 7 倍に向上した。
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４）手法の違いによる受診率への影響（子宮がん検診）

子宮がん検診の受診率向上に資する対策を、介入手法別に、介入群（勧奨あり）と対照

群（勧奨なし）とで比較した（表 2）。無料クーポンの 20 歳代以外の全ての介入群で、受

診率は対照群を上回った。

表 2．子宮がん検診の介入手法別の受診率の状況

勧奨なし

(対照群)

勧奨あり

(介入群)
受診率の差

再受診勧奨

20 代 (H21. 20 歳 vs H21. 25 歳) 6.7% 17.8% +11.1%

30 代 (H21. 35 歳 vs H21. 30 歳) 24.6% 25.4% +0.8%

受診勧奨（無料クーポン）

20 代 (H21. 24 歳 vs H21. 20 歳) 8.8% 6.7％ -2.1%

20 代 (H21. 24 歳 vs H21. 25 歳) 8.8% 17.8% +9.0%

受診勧奨（検診手帳）

20 代 (H20. 24 歳 vs H21. 24 歳) 1.5% 8.8% +7.3%

受診勧奨（無料クーポン＋検診手帳）

20 代 (H20. 20 歳 vs H21. 20 歳) 0.7% 6.7% +6.0%

30 代 (H20. 35 歳 vs H21. 35 歳) 2.9% 24.6% +21.7%

受診勧奨（無料クーポン＋検診手帳）＋再受診勧奨

20 代 (H20. 25 歳 vs H21. 25 歳) 0.8% 17.8% +17.0%

30 代 (30 歳) 2.2% 25.4% +23.2

（受診率は、通常の受診率算出方法ではなく、単年度ベースの受診率を算出した）



29

○再受診勧奨

介入群の受診率は、20 歳代で 11.1%、30 歳代で 0.8％、対照群を上回った。

○無料クーポン

20歳の介入群の受診率は、24歳の対照群を2.1%下回ったが、25歳の介入群は9.0％

上回った。

○検診手帳

20 歳の介入群の受診率は、7.3%対照群を上回った。

○無料クーポン＋検診手帳

介入群の受診率は、20 歳で 6.0％、35 歳で 21.7％対照群を上回った。

○再受診勧奨＋無料クーポン＋検診手帳

介入群の受診率は、25 歳で 17.0％、30 歳で 23.2％対照群を上回った。
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５）手法の違いによる受診率への影響（乳がん検診）

乳がん検診の受診率を、介入手法別に、介入群（勧奨あり）と対照群（勧奨なし）とで

比較した（表３）。

表 3．乳がん検診の介入手法別の受診増加の状況

勧奨なし

(対照群)

勧奨あり

(介入群)
受診率の差

再受診勧奨

40 代 (H21. 45 歳 vs H21. 40 歳) 20.4% 29.9% +9.5%

受診勧奨（無料クーポン＋検診手帳）

40代 (H20. 45歳 vs H21. 45歳) 6.0% 20.4% +14.4%

50代 (H20. 50歳 vs H21. 50歳) 5.3% 23.7% +18.4%

受診勧奨（無料クーポン＋検診手帳）＋再受診勧奨

40代 (H20. 40歳 vs H21. 40歳) 4.2% 29.9% +25.7%

（受診率は、通常の受診率算出方法ではなく、単年度ベースの受診率を算出した）

○再受診勧奨

再受診勧奨では、介入群の受診率が、9.5％対照群を上回った。

○無料クーポン＋検診手帳

無料クーポン＋検診手帳の組合せでは、介入群の受診率が、45 歳で 14.4%、50 歳で

18.4%対照群を上回った。

○再受診勧奨＋無料クーポン＋検診手帳

再受診勧奨＋無料クーポン＋検診手帳の組合せでは、介入群の受診率が対照群を 25.7％

上回った。
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４．考察

1）個別受診勧奨および再受診勧奨の効果

個別受診勧奨および再受診勧奨によって、受診者数が大幅に増加した。二度の受診勧奨

が、これまで受診経験がなかった住民層にも受診促進効果があったことと考えられる。

2）若年層への直接的アプローチの効果

子宮がん検診では、若年層受診率の低迷が多くの区市町村の課題である。若年層の住民

へのアプローチは、従来、区市町村で行っている広報紙等による周知では届きにくく、今

回、メッセージ性の強いリーフレットを個別送付したことで、申込数が大幅に増えた。

このことから、介入方法の工夫により、アプローチが難しいとされる若年層に対しても、

受診行動に結び付けられることが明らかになった。
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第 4 章

練馬区：「練馬区民のがん検診受診状況等調査」

１．背景と目的

区民のがん検診に対する関心度と、受診意識および受診率との関連性を把握するととも

に、年代ごとの検診受診機会を把握することで、東京都の定める受診率 50％の達成に向け

た課題を把握し、住民検診の受診率目標値の設定に役立てる。

２．方法

1）調査期間

調査は平成 21 年 12 月 10 日から平成 21 日 12 月 31 日まで実施した。

2）調査対象および回収状況

練馬区内に居住する年齢区分①30～39 歳、②40～49 歳、③50～59 歳、④60～69

歳の男女各 500 人の計 4,000 人を無作為に抽出し、調査票の郵送配布・郵送回収を実施

した。

その結果、男性 525 人（回収率：26.3%）、女性 713 人（回収率：35.7%）の計 1,238

人（回収率：31.0%）から有効回答を得た。

表１．標本数および回収状況

男性 女性 合計

発送数
回収数

（回収率）
発送数

回収数

（回収率）
発送数

回収数

（回収率）

30～39 歳 494 78（16％） 499 146（29％） 993 224（23％）

40～49 歳 492 104（21％） 499 170（34％） 991 274（28％）

50～59 歳 499 154（31％） 500 173（35％） 999 327（33％）

60～69 歳 497 189（38％） 497 224（45％） 994 413（42％）

有効回答数 1,982 525（26％） 1,995 713（36％） 3,977
1,238

（31％）

＊性別無回答、データ欠損の７通を含まない
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３．結果

1）受診率

40 代以上の男女におけるがん検診の受診率を表 2 に示す。

受診率は男性、女性共に平均 33.1%であり、都の目標（50％）とは 16.9 ポイントの

開きがあった。

表 2. がん検診受診率（全がん平均）

男性 女性

40 代以上 33.1% 33.1%

男性のがん検診受診率をがん別に表 3 に示す。

年代別にみると、30 代、40 代で受診率が低い傾向にあり、特に 40 代においては、す

べてのがん検診の受診率が 20%台に留まっていた。

肺がんの受診率は、胃がん・大腸がんの受診率より低いが、肺がん検診に関するインタ

ビュー調査等では胸部 X 線撮影が肺がん検診であることが受診者に正しく認識されていな

いケースが多くあり、このことが肺がん受診率の低さに影響していると考えられるが、明

確な数値として示すことは難しい。

表 3. 男性のがん検診受診率

胃がん 大腸がん 肺がん

30 代以上 31.6％ 32.6％ 25.9％

40 代以上 34.7％ 35.3％ 29.3％

30 代 14.1％ 16.7％ 6.4％

40 代 28.8％ 26.9％ 27.9％

50 代 37.7％ 33.8％ 33.8％

60 代 35.4％ 41.3％ 26.5％
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女性のがん検診受診率を表4に示す。

年代別にみると、乳がん・子宮がんの受診率は、全ての年代で他のがん検診と比較して

高く、特に40代の受診率は、50%を上回っていた。

表 4. 女性のがん検診受診率

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮がん

30 代以上 26.6％ 30.9％ 18.8％ 39.7％ 42.1％

40 代以上 29.5％ 34.0％ 22.0％ 41.4％ 38.3％

30 代 15.8％ 18.5％ 6.2％ 32.9％ 56.8％

40 代 28.2％ 27.1％ 20.6％ 55.3％ 52.9％

50 代 33.5％ 35.3％ 26.0％ 40.5％ 43.9％

60 代 27.2％ 38.4％ 20.1％ 31.7％ 22.8％

*練馬区のがん検診対象：胃がん・大腸がんは 30 歳以上、肺がん・乳がん（前年度未受診

者）は 40 歳以上、子宮がん（前年度未受診者）は 20 歳以上

*受診率 = 昨年度受診者数／調査票回答者数 × １００
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2）受診機会

年代別のがん検診受診機会を図 1 に示す。

40 代・50 代では、約半数が職場検診を受診していた。

60 代では、区の検診が最も多く（44.3％）、重要な役割を果たしている一方で、職場検

診は 26.9％、自費で個人的に受診は 17.8％と少なかった。

受診率 50％達成に向けて、40 代・50 代では、職域における受診機会を充実させるこ

と、60 代では、区の検診を積極的に勧奨することが重要であると考えられる。

図 1. 年代別受診機会（5 がん合計）
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3）がん検診受診の予定

「これから先、各がん検診を受診するつもりはありますか？」という質問に対して、５

がん検診すべてにおいて、約 70％の対象者が、「１年以内に受診するつもりはないが、い

つかは受診したい」、または、「１年以内に受診するつもりだが、具体的には決めていない」

と回答した（図 2）。

この結果から、大半の人は、自分が検診の対象年齢であり、がん検診を受けなければい

けないという意識はあるものの、受診行動にはつながっていないことが明らかになった。

この理由としては、がんに罹患する可能性・重大性を強く認識していないために、検診受

診に緊急性を感じず、行動につながっていないことが考えられる。

図 2．がん検診受診の予定の有無
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がん検診受診の予定の有無の回答結果に基づき、5 がん全てのがん検診対象者の、がん検

診に対する意識のステージを図示し、セグメント分けした（図３）。なお、セグメントとは、

対象者を同一属性で分類した同質集団のことである。

図 3. がん検診対象者のセグメント

図 3 では、回答者をタイプ A～D に分類した。定義は以下の通りである。

①タイプ A：がん検診受診意向が最も高い

「一年以内に受診するつもりで、具体的に『どこで何月頃受診するか』まで決めている」

と回答した者（20％）

②タイプ B：

「一年以内に受診するつもりだが、具体的に『どこで何月ごろに受診するか』までは決

めていない」と回答した者（38％）

③タイプＣ：

「一年以内に受診するつもりはないが、いつかは受診したい」と回答した者（34％）

④タイプ D：がん検診受診意向が最も低い

「一年以内に受診するつもりはないし、これから先もずっと受診するつもりはない」と

回答した者（8％）
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タイプ B が 38%と最も多く、次いでタイプ C が 34%という結果であった。

同じ検診未受診者であっても、がん検診に対する意識のステージは異なり、それぞれの

タイプの対象者に対して最も有効なメッセージを作成することが必要であると考えられる。

「がんになることについてどれくらい心配ですか？」という質問に対する、性別、年代

別の回答状況を、図 4 に示す。

60 代では、他の年代と比較して、「かなり心配している」「少し心配している」の割合

が低かった。これは、60 代で「がん検診を受診していない理由」に、「健康に自信がある

から」と回答した人が 27％だったことから、定期的に医療機関に行っている（もしくは心

配なときにはすぐに行くことができる）ために、がんを心配していない傾向があるためで

はないかと推測される。

図 4. がんの心配度（年代・性別）
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4）がん検診を「受けられなかった」「受けなかった」理由

がん検診を「受けられなかった」「受けなかった」理由の年代別の内訳を図 5 に示す。

全年代で「忙しいから」が最も多かったが、特に 30 代、40 代で多かった。

年代が上がるにつれ、「健康に自信があるから」の割合が高くなり、特に 60 代で顕著で

あった。60 代では、「心配な時にはいつでも医療機関を受診できるから」という理由で検

診を定期的に受診していない人が「健康に自信があるから」と回答した人の 74%を占めて

いた。「検査内容が不安だから」はどの年代も同程度であり、「申し込み方法が分からない」

は 30 代で多かった。

以上から、受診率向上のためには、受診勧奨時に、①具体的な検査内容・所要時間、②

簡略な申し込み方法、③がんに罹患する可能性や早期発見の重要性を、分かりやすく周知

することが重要である。

また、「忙しいから」を理由にする人が全年代で多かったことから、土日にも検診を実施

するなどの検討も必要である。

図 5. がん検診を受診しなかった理由（複数回答、年代別）
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5）職場でのがん検診受診機会、区が実施するがん検診の認知

「ご自身、もしくは配偶者の方が勤務されている会社には、がん検診を受けることがで

きる制度がありますが？」という質問に対しては、いずれのがん検診においても、「制度

がある」と「制度がない」と回答した人の割合が、ほぼ半数ずつであった（図 6）。

「制度がない」は、肺がん検診が最も多かったが、これは、胸部 X 線撮影が、肺がん検

診として認識されていない可能性もある。

。

図 6. 職場のがん検診の有無

職域でのがん検診受診機会がない人に対しては、住民検診について周知する必要がある

が、練馬区が実施するがん検診の認知度はいずれも 7 割以上と非常に高かった（図 7）。

図 7. 練馬区のがん検診の認知度



41

区が全対象者に送付している受診勧奨について、「練馬区からがん検診の案内を受け取っ

たことがある」が 74.9％、「内容を読んだ」は 60.4％であった（表 5、表 6）。

約 40％の対象者は、案内を受け取った記憶がない、もしくは、受け取ったが内容を読ん

でいないことが分かった。

表 5. あなたは練馬区からがん検診のご案内を受け取ったことがありますか？

ある ない 覚えていない 無回答

74.9％ 8.8％ 15.5％ 0.8％

表 6. その案内をお読みになりましたか？

読んだ 殆ど読まなかった 覚えていない 無回答

60.4％ 11.0％ 2.2％ 26.4％*

*受け取ったことがないと回答した人を含む

希望する申し込み方法については、「申し込み専用はがき」が最も多く、次いで「インタ

ーネット」、「電話」、「保健所・医療機関へ直接申し込み」という結果であった（図 8）。

図 8. 申し込み方法としてあなたが希望する方法はどれですか？（複数回答）
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しかし、実際に区が実施しているがん検診の申し込み方法を知っている人は、「専用はが

き」が 57.5％、「インターネット」はわずか 9.1％だった（表 7）。

個別送付されている「申し込み専用はがき」の認知度は低く、改善が求められる。

表 7. 以下に挙げた実際の練馬区のがん検診の申し込み方法をご存知ですか？

知って

いる
知らない

どちら

とも

言えない
無回答

がん検診の個別案内で送られてくる

申し込み専用はがき
57.5% 32.3% 6.9% 3.2%

インターネットによる申し込み
9.1% 58.9% 4.9% 27.2%
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4. 考察

今回の調査結果によれば、練馬区のがん検診受診率で、最も低いのは、30 代女性の肺がん

検診（18.8％）、最も高いのは、30 代女性の子宮がん検診（56.8％）であった。全がん

検診の平均受診率は 33.1％で、国の定める目標受診率 50％達成には、男女共に 16.9 ポ

イントの開きがあった。

区が実施するがん検診の認知度は 80％と高いが、実際の受診率向上には結びついていな

かった。理由としては、がんに罹患する可能性・重大性に対する意識が低い人が 70％を占

めており、「自分ががん検診の対象年齢である」と認知はしていても、受診行動にはつなが

っていないことが考えられる。

今後、受診率を効果的に向上させるためには、対象者を特性別に分類し、各セグメント

の行動変容のステージに合わせたメッセージの開発を行い、それぞれのタイプ別に最も効

果的なメッセージによる個別受診勧奨を行う必要がある（表 8 参照）。

表 8. 受診率向上に対してエビデンス（科学的根拠・実証）が認められている方法論

大腸がん 乳がん 子宮がん

受診勧奨システム ○ ○ ○

スモール・メディア ○ ○ ○

1 対 1 教育 － ○ ○

マス・メディア(単独) － － －

インセンティブ（単独） － － －

集団教育 － － －

出典： 米国疾病予防管理センターCDC (2008) The Community Guide

例えば、同じ検診未受診者であっても、「がんなんてまったく関係ない」と考えている対

象者と、「がん検診の対象であることは知っているし、いつかは受診したいと思っているが、

具体的にどこでいつ受診するかは決めていない」と考えている対象者では、効果的なメッ

セージは異なる。

そこで、調査（インタビュー調査やアンケート）により、対象者のがんやがん検診関す

る意識等を分析し、セグメントの特性ごとのメッセージの優先順位を洗い出すことで、効

果的ながん検診受診勧奨メッセージを作成、個別送付することにより、受診率向上に飛躍

的な効果が見込めると考えられる。
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ま と め

都内 4 つの自治体において実施したがん検診受診率向上に関する取組についてその効果

を分析、検証し、以下の知見を得た。

１）がん検診を積極的に勧奨すべき住民層把握の重要性

これまでは、各自治体では、職域検診等を含む住民のが検診受診状況が正確に把握され

ていなかったため、50%という受診率目標に対して、自治体が実施するがん検診について、

どれだけ受診率を向上すればよいのかが明確に示されることがなかった。

具体的な数値目標を設定し、効果的な受診率向上に取組むためには、自治体が積極的に

受診勧奨すべき検診対象者を正確に把握することが重要である。

２）受診勧奨・再受診勧奨により、受診率は飛躍的に向上する

がん検診のお知らせは、これまで、広報紙やパンフレット、健診時の情報提供等の手法

により行われることが多かった。

しかし、今回の取組を通して、従来の広報手段で「伝えたつもり」の情報は、必ずしも

住民にしっかりと伝わっていないことが明らかになった。

個別の受診勧奨・再受診勧奨による受診率向上効果は、従来の手法と比較して、非常に

高いことが明らかとなった。

３）対象者の特性に応じたメッセージによる受診勧奨は効果が高い

住民に伝えるメッセージは、「より多くの人々に届いたほうがよい」あるいは「なるべく

反対が出にくいものがよい」と考え、とかく最大公約数をねらいがちである。その結果、

メッセージが広く浅いものになり、あまり印象に残らないものになってしまう傾向がある。、

がんやがん検診に関する意識調査等に基づき、対象者の特性を把握し、その特性に応じ

た受診行動に結びつきやすいメッセージによる受診勧奨を行うことは、一般的なメッセー

ジの画一的な送付に比べて受診率向上効果が高いことが分かった。

課題としては、検診実施医療機関のキャパシティー不足や自治体の予算不足等により、

これらの効果的な受診率向上策の取組の広がりが制約を受ける可能性がある。

今後がん検診の受診率向上策を進めるためには、がん検診の費用対効果、死亡率減少効

果が明確にされることが必要である。
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本事業で得られた上記知見を活用し、他区市町村においても同様の取組を実施すること

で受診率が向上し、50%という受診率目標を達成し、がん検診によるがんの死亡率減少効

果を最大化することが可能になると考えられる。
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添付資料

資料 1：（立川市）再受診勧奨で用いたリーフレットＡ（がん検診受診意図あり）
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資料 1：（立川市）再受診勧奨で用いたリーフレットＢ（がんが怖い）
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資料 1：（立川市）再受診勧奨で用いたリーフレットＣ（がんが怖くない）
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資料 2：（立川市）従来の子宮・乳がん検診周知パンフレット

資料 3：（立川市）調査票
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資料 4（足立区）再受診勧奨で用いたリーフレット
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資料 5：（足立区）調査票



52

資料 7：（東村山市）子宮がん検診の再受診勧奨で用いたリーフレットＡ
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資料 7：（東村山市）子宮がん検診の再受診勧奨で用いたリーフレット B
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資料 7：（東村山市）子宮がん検診の再受診勧奨で用いたリーフレット C
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資料 7（東村山市）乳がん検診の再受診勧奨で用いたリーフレットＡ
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資料 7（東村山市）乳がん検診の再受診勧奨で用いたリーフレットＢ
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資料 8：（東村山市）乳がん検診に関する調査票

資料 8：（東村山市）子宮がん検診に関する調査票
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資料 9：（練馬区）調査票
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